
Part.５　第２回総括所見達成度評価表

表の見方

分野 項目
第１回

総括所見
他の人権条約の関連

勧告
NGOレポート

該当部分
達成度

委員会の前回の勧告 第１回報告書に関する総括所見の勧告の実施 (7)      L

宣言・留保 条約に対する宣言および留保の撤回 (9) ●28 1-1     －

立法 権利基盤アプローチによる立法の包括的な見直し
(11)

1-2, 3B-1     －

子どもの権利基盤アプローチに基づき、青少年育成施策大綱の見直し (13a) 1-4      L

青少年育成施策大綱について、子どもや市民社会とともに継続的な見直し (13b)     －

人権擁護法案の見直し (15a)     L

条約の実施を監視し、権利救済を目的とする人権委員会の設置
(15b)

●32
CCPR9　CEDAW24
CESCR38　CERD12

1-7 　　－

地方オンブズマンの設置の促進 (15c) 　　Ｌ

人権委員会および地方レベルのオンブズマンへの人的および財政的支援
(15d)

　　－

データ収集機構の強化、追加的なデータ収集機構の設置 (17) ●31 CERD17 1-6 　　－

０～１８歳の子どもに用いられている国家予算の額および割合の特定 (17) 1-8 　　Ｌ

市民社会との協力 市民社会との制度的協力 (19) ●34 CERD10 1-10, 1-13 　　L

条約、子どもの権利主体性に関する意識啓発キャンペーンの強化 (21a) ●33 1-12 　　Ｌ

子どもに関わる専門職への体系的な教育・研修 (21b) ●33 CESCR35 　　Ｌ

意識啓発キャンペーン・研修・教育プログラムの子どもへの影響評価 (21c) 　　－

学校カリキュラムとして人権教育、子どもの権利教育の実施 (21d) ●33・48 7-11 　　－

ＮＧＯレポート該当部分

分野/項目

実
施
に
関
す
る
一
般
的
措
置

調整・国家計画

独立した監視

データ収集

広報・研修

　　　　　　　　　　　  第２回総括所見内容　　          　※(　)内はパラグラフ番号

２０１０年４月現在

達成度

第１回総括所見においても記載されている場合は、●にてマーク。数字はパラグラフ番号。

他の人権条約委員会での同様の勧告がある場合には記載。数字はパラグラフ番号。略語は以下、CCPR：自由権規約委員会(2008年10月)
CESCR：社会権規約委員会(2001年8月）　　CEDAW：女性差別撤廃委員会(2009年8月）　CERD：人種差別撤廃委員会(2010年3月）

「子どもの権利条約の実施に関する第３回日本政府報告書についてのＮＧＯレポート」（子どもの権利条約ＮＧＯレポート会議作成、2010年1月
改訂版）に記載がある場合は、その該当節を記載。

達成度評価。略語は以下、Ｈ(High）：達成度が高い　M（Middle）：達成度は高くないが改善は見られる　L（Low）：達成度が低い　－：実施されて
いないので評価しえない。

第2回総括所見の内容を簡略化し、記載。子どもの権利委員会のlist of Issues(CRC/C/JPN/Q/3)において指摘された項目はイタリックにて記
載。第2回総括所見内容

第1回総括所見

他の人権条約の関連勧告
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女子の最低婚姻年齢の引上げ (23a) ●35 CCPR11　CEDAW18 2-1 　　－

性的同意の最低年齢の引上げ
(23b)

CCPR14・27
CEDAW18

2-1 　　－

婚外子を差別する法律の改正
(25)

●35
CCPR28　CEDAW18
CESCR41

3A-3 　　Ｌ

マイノリティの子どもに対する差別是正への積極的措置
(25)

●35
CCPR31・32
CEDAW22
CERD17・19・20・21

3A-2,
3A-4～11

　　－

ダーバン宣言および行動計画のフォローアップ
(26)

CERD28 　　Ｌ

行政機関、施設、学校、政策立案等における子どもの意見の尊重促進、子
どもの参加便宜 (28a)

3D-1, 3D-3 　　Ｌ

子どもが自身の参加権を知ることを確保 (28a) 　　－

親、教育者、政府の行政職員、司法関係者および社会一般に対する教育的
情報の提供 (28b)

　　－

効果の定期的検討 (28c) 　　－

学校・施設において政策を決定する会議等に対する子どもの制度的参加 (28d) 3D-2 　　－

表現・結社の自由
学校内外での生徒の活動を規制する法令及び団体加入に関する親の同意
要件の見直し (30)

　　－

名前・国籍 無国籍防止のための国籍法改正 (32) CERD27 　　Ｌ

プライバシーに対する子どもの権利の全面的実施 (34a) ●36 4-1 　　－
児童福祉施設最低基準の改正 (34b) 3C-1, 5-6,

6-7
　　Ｌ

施設および家庭における体罰の禁止 (36a) ●45 　　Ｌ

学校、施設および家庭において積極的かつ非暴力的な形態の規律およびし
つけの促進 (36b)

●45 4-5, 5-7 　　－

施設および学校の子どもを対象とした苦情申立てのしくみの強化 (36c) 　　Ｌ

児童虐待の防止のための分野横断的な国家戦略の策定 (38a) 　　Ｌ

家庭で虐待を受けた子どもを対象とした保護措置を改善するための法律の
見直し (38b)

●40 5-3 　　Ｌ

児童相談所の回復サービスを提供する専門家の増員 (38c) 5-7 　　－

法執行官、ソーシャルワーカー、児童相談所職員および検察官に対する研
修強化 (38d)

CCPR14 　　Ｌ

国内・国際養子縁組の監視制度の強化 (40a) ●38 5-9, 5-10 　　Ｌ

養子縁組における子どもの保護及び協力に関するハーグ条約の批准・実施
(40b)

●38 5-10 　　－

子どもの搾取 国際的な子どもの奪取の民事面に関するハーグ条約の批准・実施 (42) 　　－

一
般
原
則

差別の禁止

子どもの意見の尊重

家
庭
環
境
代
替
的
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護

児童虐待・ネグレクト

養子縁組
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障害のある子どもに影響を及ぼすあらゆる政策の見直し (44a) CESCR52 6-1 　　Ｌ

教育・レクリエーション活動・文化的活動への障害のある子どものいっそうの
統合 (44b)

●41 6-2 　　Ｌ

障害のある子どものための特別な教育・サービスに配分される人的・財政的
資源の増加 (44c)

6-2, 7-6 　　Ｌ

思春期の子どもの健康に関する研究の実施
(46a)

6-3 　　Ｌ

子どもが親の同意なく医療上の相談・情報にアクセスできるように法律改正
(46b)

　　－

思春期の子どもの精神障害及び情緒障害の予防のためのプログラム策定・
実施 (46c)

CEDAW50 6-4 　　Ｌ

子どもに関わる専門家への思春期の精神的健康の問題に関する研修確保 (46c) 6-4 　　Ｌ

若者の自殺
若者の自殺についての研究実施、若者の自殺に関する国家的行動計画の
策定 (48)

●42 　　Ｌ

学校制度の競争的性質を緩和する目的でのカリキュラム見直し (50a) ●43 CESCR58 3C-2, 7-1 　　－

学校における暴力に効果的に対応するための措置の発展
(50b)

●45 4-5 　　Ｌ

代替的形態の教育の拡大 (50c) 7-8, 7-9 　　Ｌ

マイノリティの子どもの文化の享受、宗教の実践、言語の使用機会の拡大
(50d)

CESCR60
CERD22・25

　　－

教科書の審査手続強化 (50e) CESCR59 7-12 　　Ｌ

性的搾取・性的虐待に関する法律の改正
(52a)

●37・46
CEDAW34・36
CESCR43

　　-

児童相談所の回復サービスを提供する専門家の増員 (52b) CEDAW40 　　－

子どもに配慮した方法で苦情を受理、監視、調査、訴追する方法についての
訓練増加 (52c)

CCPR14 　　Ｌ

性的サービスの勧誘・提供を行なう者を対象とした防止措置の発展 (52d) 　　Ｌ

性的同意に関する最低年齢の引上げ
(52e)

CCPR14・27
CEDAW18

2-1 　　－

少年司法の運営に関する一般的討議、少年司法に関する基準、条約第３７
条、第４０条および第３９条、北京規則、リャド・ガイドラインの全面的実施 (54a)

●48 8B-1～7 　　L

少年に対する終身刑の廃止（注：日本には「終身刑」は存在しない） (54b) CCPR16・18 　　－

身柄拘束に代わる手段の利用の増強 (54c) ●48 8B-3 　　－
１６歳以上の子どもの事件を成人刑事裁判所に移送できる実務の廃止 (54d) 8B-2 　　Ｌ

法律に触れた子どもに対する法的援助の提供 (54e) 8B-4 　　Ｍ

特
別
な
保
護
措
置

性的搾取・人身取引

少年司法
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問題行動を抱えた子どもが犯罪者として取り扱われないことの確保 (54f) 8A-2, 8B-6 　　-

リハビリテーション・再統合のためのプログラム強化 (54g) 8B-6 　　Ｌ

選
択

議
定

書 第一・二選択議定書の批准 (56) 　　Ｈ

文
書

普
及

第２回定期報告書・文書回答・関連の議事要録・総括所見を含む報告書の
刊行 (57)

●49 1-12 　　L

特
別
な
保
護
措
置

少年司法
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